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本⽇の論点

 違法伐採対策の強化を⽬的とした改正クリーンウッド法が2025年4⽉から施⾏され、川上・⽔際の
⽊材関連事業者に対して、⽊材の合法性確認や確認結果の伝達等が義務化される予定。

 第29回WGにおいて、改正クリーンウッド法の概要等について、林野庁からヒアリングを実施したところ、
本⽇はヒアリングの結果等を踏まえ、FIT/FIP制度側の運⽤整理について、ご議論いただきたい。
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※1 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（平成⼗⼆年法律第百号）

※2 ⽊材・⽊材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン
（平成18年2⽉林野庁）

※3 発電利⽤に供する⽊質バイオマスの証明のためのガイドライン
（平成24年6⽉林野庁）

※4 合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進に関する法律
（平成⼆⼗⼋年法律第四⼗⼋号）

改正クリーンウッド法
（2023年公布、2025年施⾏）

川上・⽔際の⽊材関連事業者に合法性確認等
の義務付けを⾏い、違法伐採対策の取組を強化

クリーンウッド法※4

（2016年公布、2017年施⾏）
我が国⼜は原産国の法令に適合して伐採された
⽊材及びその製品の流通及び利⽤を促進

グリーン購⼊法※1

2006年4⽉、政府が調達する⽊材・⽊材製品に
ついて、合法性・持続可能性が証明されたものを
優先する措置を導⼊

合法性・持続可能性ガイドライン※2

（2006年2⽉林野庁）
⽊材・⽊材製品の供給者が合法性、持続可能
性の証明に取り組むに当たって留意すべき事項等
を取りまとめたガイドラインを公表

⽊材関係施策とFIT/FIP制度との関係

FIT/FIP制度（再エネ特措法）
2017年4⽉、燃料の安定調達の観点から、輸⼊⽊質
バイオマスの持続可能性を確認する措置を導⼊

⽊質バイオマス証明ガイドライン※3

（2012年6⽉林野庁、2024年4⽉改正）
2012年のFIT制度開始に合わせ、調達価格の適正
運⽤の観点から、⽊質バイオマスの由来証明を措置

本⽇の主なご議論の対象



2出典︓2024年9⽉18⽇ 第29回バイオマス持続可能性WG資料5から抜粋
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＜参考＞改正クリーンウッド法における合法性の確認⽅法等

 改正クリーンウッド法では、川上・⽔際の第１種事業者が合法性の確認に当たり、収集した原
材料情報（樹種・伐採地域・証明書）のみで判断するのではなく、林野庁Webサイト等で提供
される関連情報も踏まえ、リスクに応じた確認を実施することとされている。

出典︓2024年9⽉18⽇ 第29回バイオマス持続可能性WG資料5から抜粋

改正クリーンウッド法における合法性の確認⽅法等
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改正クリーンウッド法の施⾏に伴うFIT/FIP制度上の対応（案）
 FIT/FIP制度において、改正クリーンウッド法の施⾏後は、以下のとおりサプライチェーンの実態に応じて、

同法に基づき合法性が確認された燃料を調達・使⽤することを求めることとしてはどうか。
① FIT/FIP認定事業者が第１種事業者である場合（直接海外事業者から燃料を調達）
→ FIT/FIP認定事業者が、⾃ら改正クリーンウッド法に基づき合法性の確認等を⾏う 【関係法令遵守】。

その上で、⾃らにより合法性が確認された燃料を調達・使⽤することを求める 【遵守義務を新設】。
② FIT/FIP認定事業者が第２種事業者である場合（輸⼊商社等を経由して燃料を調達）
→ 輸⼊商社等の川上・⽔際の第１種事業者が、改正クリーンウッド法に基づき合法性の確認等を⾏う。

その上で、第１種事業者により合法性が確認された燃料を調達・使⽤することを求める 【遵守義務を新設】 。
 また、①②いずれの場合も、FIT/FIP認定事業者は、改正クリーンウッド法に基づき、原材料情報及び

合法性の確認結果を作成または受け取ることとなるため、当該書類について、事業実施期間にわたり
保存し、求めに応じて提出できる状態としておくことを求めることとしてはどうか【遵守義務を新設】。
※ただし、②のケースであっても、複数の国内事業者を経由して燃料を調達する場合、FIT/FIP認定事業者への原材料情報に係る直接の

情報伝達は、改正クリーンウッド法では求められていない（ケース②ʻ）。この場合については、FIT/FIP認定事業者において、原材料情報
に係る書類の保存等は、努⼒義務としてはどうか。

① FIT/FIP認定事業者が
直接海外事業者から燃料を調達

② FIT/FIP認定事業者が
輸⼊商社等を経由して燃料を調達

②ʼ FIT/FIP認定事業者が
複数の国内事業者を経由して
燃料を調達

海外事業者 第１種事業者
（輸⼊商社）

第２種事業者
（発電事業者）

第２種事業者
（国内製材・チップ事業者）海外事業者 第１種事業者

（輸⼊商社）
第２種事業者

（発電事業者）

海外事業者 第１種事業者
（発電事業者）

・・・改正クリーンウッド法における義務（原材料情報の収集や合法性の確認、記録の作成・保存、情報伝達）
・・・改正クリーンウッド法における努⼒義務（情報の受取や保存、情報伝達等）

改正クリーンウッド法の施⾏に伴うFIT/FIP制度上の対応イメージ

FIT/FIP制度
における遵守義
務として、改正
クリーンウッド法
に基づき合法性
が確認された燃
料の調達・使⽤
等を求める


